
令和5年度
商店街実態調査報告書

（概要版）

調査期間 令和５年10月～11月

調査対象 市内307商店街

（１） 調査対象 市内307商店街
（２） 調査方法 郵送(配付・回収)によるアンケート方式
（３） 調査期間 令和５年10月～11月
（４） 調査票配付数 307 有効回収数 241 有効回収率 78.5％

横浜市 経済局

編集：LLC.BJmoka



調査票配付数 307 回収数:241



【商店街のタイプ】
・「近隣型商店街」:全体の49.0％

＊ 主に近隣住民が徒歩、自転車で来街して日常の買い物を
する商店街

・「地域型商店街」:32.0%
＊鉄道駅に近接し、主に区内の住民が徒歩、自転車、バス等

で来街して日常の買い物をする商店街

【運営団体】
・「任意団体」での運営がほとんど（70.5%）で、

加盟率は減少している。
・組織の代表者、役員はともに60代以上が

過半数を占める。

商店街の形態

（近隣型商店街 ）:
主に近隣住民が徒歩、自転車で来街して日常の買い物をする商店街

（地域型商店街 ）:
鉄道駅に近接し、主に区内の住民が徒歩、自転車、バス等で来街して日常の
買い物をする商店街

（広域型商店街 ）:
鉄道駅に近接し、百貨店、量販店等を含む大型店があり、主に電車や自動車
による区内外からの来街者が多い商店街

（超広域型商店街 :
鉄道駅に近接し、有名専門店、高級専門店を中心に構成され、市外も含む
遠距離からの来街者が多い商店街

（その他の商業エリア等 ）:
上記１～４にあてはまらない商業エリア、複数の要素を持つ商業エリア等



商店街の構成業種と不足業種

ほとんどの商店街には「理容室・美容室」、もしくは、「飲食店
（食事）」があり、店舗数では「飲食店（食事）」が中心。
商店街が主に不足していると感じている業種は「鮮魚」、「精肉」、
「青果」であるのに対して、

消費者は「パン・ベーカリー」、「飲食店（喫茶・ファストフー
ド）」、「書籍・文具」の開店・増加を望んでいる。

消費者が開店・増加を望む業種と比較すると、商店街が特に不足を
感じている「鮮魚」、「精肉」、「青果」については、

消費者の希望がそれほど強くない。

●「理容室・美容室」を有する商店街は79.3%、「飲食店（食事）」
は78.4%を占め、経年で見ても大きな変化は見られない。

●一方、平成30年度以降上昇が大きい業種は
・「保育施設・学童・子育て支援施設」、「エステ・整体」、

●低下が大きい業種は
・「日用雑貨・身のまわり品」、衣料品」、「精肉」となっている。
・店舗数では、飲食店（食事）が23.4%を占め、突出している。

デジタル化の推進のために現在取り組んでいることについては、
「ホームページ制作・運用」が4割超を占めトップ。

次いで、約3割を占める「会員間の連絡手段のデジタル化（メー
ル・LINE等）」、「SNS（X:旧TwitterやInstagram等）の
活用」となっている。



神奈川区、鶴見区では70歳以上の平均割合が半数前後と高く、60代以上が
6割超であるのに対して、
戸塚区、青葉区、西区、中区では30～50代が過半数を占めている。

区別の役員の年齢構成



中区は「101名以
上」が17.1%を占
め、
青葉区、磯子区、
神奈川区、鶴見
区、保土ケ谷区
等より会員数が
大規模な商店街
が多い。

一方、磯子区で
は「50名以下」
が92.3％、鶴見区
では75.0％、保土
ケ谷区では62.5％
を占め、より会
員数が小～中規
模の商店街が中
心となっている。

区別の会員総数



戸塚区では「増
加した」が
45.5%、
金沢区、青葉区、
保土ケ谷区、中
区では2割前後
を占める。

一方で、鶴見区
では「減少し
た」が70.8％
を占め、
ほとんどの区を
上回っている。

区別の加盟率変化



商店街の構成業種と不足業種

ほとんどの商店街には「理容
室・美容室」、もしくは、「飲
食店（食事）」があり、店舗数
では「飲食店（食事）」が中心。

商店街が主に不足していると
感じている業種は
「鮮魚」、「精肉」、「青果」
であるのに対して、

消費者は「パン・ベーカリー」、
「飲食店（喫茶・ファストフー
ド）」、「書籍・文具」の開
店・増加を望んでいる。

「理容室・美容室」を有する商
店街は79.3%、「飲食店（食
事）」は78.4%を占め、経年で
見ても大きな変化は見られない。

一方、平成30年度以降
上昇が大きい業種は
「保育施設・学童・子育て支援
施設」、「エステ・整体」、

低下が大きい業種は
「日用雑貨・身のまわり品」、
「衣料品」、「精肉」となって
いる。店舗数では、飲食店（食
事）が23.4%を

商店街の構成業種と不足業種



商店街の活動の内容



金沢区では「増え
た」が46.7%を占
め「減った」の
13.3%を上回って
いるのに対して、

鶴見区、港北区では
「増えた」が1割未
満にとどまる中で、
「減った」が4～5
割を占め、積極的に
参加する会員の減少
が大きい。

積極的に参加する会員の状況



商店街組織に積極的に参加する会員が減少傾向にあり、
１．「商店街活動を担う人材の不足」
２．「売上・来街者の減少」が主な悩みとなっている。

この状況に対して

・「新たな補助金、助成金」
・「街路灯、アーケード等の補修に対する支援・助成金」、
・「地域の活性化」が期待されている。

会員の状況と悩み



金沢区では「増えた」が46.7%を占め「減った」の13.3%を上
回っているのに対して、
鶴見区、港北区では「増えた」が1割未満にとどまる中で、「減
った」が4～5割を占め、積極的に参加する会員の減少が大きい。

積極的に参加する会員の状況



現在の悩みについては、
１．「売上・来街者の減少」、
２．「商店街活動を担う人材の不足」が4割超で

上位となっている。

現在の悩み



区別の現在の悩み １



中区 n＝41
１．売上・来街者の減少
２．商店街活動を担う人材の不足
３．経営者の高齢化
４．後継者の不在

区別の現在の悩み ２



充実してほしい支援策については、
１．「新たな補助金、助成金」
２．「地域の活性化」、
３．「街路灯、アーケード等の補修に対する支援・助成金」

充実してほしい支援策



地域における課題については、
１．「商店街・繁華街の衰退」、
２．「少子高齢化」、
３．「自治組織や地域活動の担い手不足」

地域における課題



空き店舗の状況
●空き店舗を1店舗以上抱える商店街の割合は約6割を占め、平成３０ 年度以降上昇が続く。

業種で多いのは「飲食店（食事）」であり、
主な理由は約2割を占める「経営者の高齢化・後継者の不在」、
約1割を占める「経営状態の悪化」である。

空き店舗になった時期は「3年以上前」が約3割を占め、家主が貸す意思を継続しにくい原因
となりうる。

空き店舗が埋まらない理由については、
「積極的な募集をしていない（当面、空き店舗のままで困らない）」、
「開業希望者が見つからない」、
「家賃が高い」が3割超で上位となっている。



業種別空き店舗の状況



閉店理由



施設の所有と保全・維持管理



来街者の状況と外国人観光客への対応



来街者数の変化を立地する区別で見ると、
西区、中区では、「増加した」が「減少した」を上回り、改善が見
られるのに対して、
鶴見区では「減少した」が62.5%、磯子区では53.8%、保土ケ谷
区では43.8%を占め、状況が厳しい。

区別の来街者の変化



外国人観光客を来街者として取り込みたいか



来街者としての取り込みについて立地する区別で見ると、
中区は「取り込みたいと思う」が68.3%を占めるのに対して、

磯子区、戸塚区、金沢区、鶴見区、港北区、神奈川区では「取り込み
たいとは思わない」が7割以上と高くなっている。

区別外国人観光客を来街者として取り込みたいか



実施している外国人観光客取り込み策



今後取り組みたい外国人観光客取り込策



外国人観光客取り込むための課題



現在の商店街の景気観

中区・西区:「良くなった」が、悪くなったを上回った



デジタル化推進のために現在取り組んでいること



令和5年度
消費者購買行動意識調査報告書

（概要版）

調査期間 令和５年10月～11月

調査対象 市内307商店街

（１） 調査対象 市内307商店街
（２） 調査方法 郵送(配付・回収)によるアンケート方式
（３） 調査期間 令和５年10月～11月
（４） 調査票配付数 307 有効回収数 241 有効回収率 78.5％

横浜市 経済局

編集：LLC.BJmoka



全体の75％が商店街の行っていること
を知らない

商店街が行っている活動の認知度

広報活動が大事



商店街に取り組んで欲しい・充実要望



商店街のイベントのにぎわいづくり世代

イベント等地域のにぎわいづくりの中心:4割超世代
０～５歳と6から15歳



買物時の交通手段
買物時の交通手段は徒歩と自動車が中心。
● 「徒歩」が35.0％でトップ
●次いで「自動車」が28.2％、
●その他の交通手段はすべて1割に満たない。

近隣商店街の有無と利用頻度
近隣商店街に対する消費者の認識は年々弱
まっているうえ、利用頻度も低下している。

● 近隣商店街の有無については、
全対象者の55.9％が「ない」としている。

消費者の商店街に対する認識と利用頻度



日常生活の買い物における支払方法とキャッシュレス決
済への姿勢・動向

日常生活の買い物における主要な支払方法は「現金」と「クレジ
ットカード」。交通系の「電子マネー」と「QRコード決済」が
続く。

● 「現金」は全対象者の87.2％を占めトップ。
特に60歳代、70歳以上は 「現金」が9割を超えており
利用度が高い。

●「クレジットカード」は全対象者の72.8％を占め二番目。
特に30歳代は84.1％と利用度が高く、

「現金」（82.6％）を上回っている。
一方で、70歳以上は「クレジットカード」の利用度が6割に満た
ない。

●「QRコード決済」は10～40歳代の利用度が6割前後で
50歳代以上を上回り、中心的な利用者となっている。

買い物の支払方法とキャッシュレス決済への動向



近くに商店街がある人の利用頻度では、
「週1回以上」利用者は38.0％、「月1回以上」利用者は60.5％を占めるものの、

「ほとんど利用しない」人も38.6％を占める。

近隣商店街の有無と利用頻度



近隣商店街の利用理由
主要な利用理由は「自宅の近くにあり行きやすい」である。

● 「自宅の近くにあり行きやすい」は月1回以上商店街を利用する人
全体の73.5%を占めトップ、2番目は「価格が安い」（26.7%）。

近隣商店街でよく利用する店舗
月1回以上商店街を利用する人全体で見ると、

・「青果」が50.4%を占めトップ、
・「医薬品・化粧品 ドラッグストア」が40.3%、
・「パン・ベーカリー」が36.3%で続く。

一方で、商店街が不足を感じている業種（令和5年度商店街実態
調査より）を見ると、
・上位は「鮮魚」（25.7％）、「精肉」（23.2％）、「青果」
（19.5％）となっている。

消費者で上位となっている「パン・ベーカリー」、
「飲食店（喫茶・ファストフード）」、「書籍・文具」
は不足が1割に満たず、消費者の希望との違いが見られる。

近隣商店街を利用しない理由
● 「一か所で用事が済まない」が

商店街をほとんど利用しない人全体の49.7%を占め、
突出している。

●次いで、「駐車場/駐輪場がない・狭い」（22.5%）、

●「品揃えが悪い」（22.1%）となっている。

近隣商店街の利用理由と利用しない理由



商店街のイベントのにぎわいの場への評価
（20代）


